
「芦屋町集中改革プラン」5年間の推進結果総括表 （単位：千円）

AA A B C D

(１) 行政の担うべき役割の重点化 3 3 100 % 116,812

①民間委託等の推進 2 2 100 % 28,000

②地方公営企業の経営健全化 1 1 100 % 88,812

(２) 効率的な行政運営の推進 3 2 1 67 %

(３) 定員管理及び給与の適正化 3 2 1 67 %

①定員管理の適正化 1 1 0 %

②給与の適正化 2 2 100 %

(４) 人材育成の推進 2 2 100 %

(５) 住民との協働の推進 3 2 1 67 %

(６) 公正の確保と透明性の向上 1 1 100 %

(７) ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用 2 1 1 50 %

(８) 公共施設のマネジメント 5 4 1 80 %

(９) 自主性・自律性の高い行財政運営の確保 22 1 13 8 64 % 118,340

①目標管理型行政運営の推進 1 1 100 %

②住民ニーズの把握による施策反映 1 1 100 %

③経費の節減合理化等財政の健全化 7 7 100 % 14,618

④補助金等の見直し 1 1 0 %

⑤公共工事の入札・契約方法の見直し 1 1 100 %

⑥自主財源確保の推進 11 1 3 7 36 % 103,722

（１０） 議会 1 1 100 %

計 45 1 31 12 1 71 % 235,152

※達成率　実施項目数における達成状況のAA、Aの割合

内訳

内訳

内訳

※達成状況　AA：（当初の計画を前倒しで推進している）
　　　　　　　　　 A：（すべてが計画どおり推進している）
　　　　　　　　　 B：（一部を除き当初の計画どおり推進している）
　　　　　　　　　 C：（全体的に当初の計画から遅れている）
　　　　　　　　　 D：（ほとんどが未着手である）
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芦屋町集中改革プラン実施項目一覧表（5年間のまとめ）

評価結果

大 中 小 実施項目 担当課 5年間

1 1 1 指定管理者制度の導入 企画政策課 A

1 1 2 保育所の民間移譲の推進 健康・こども課 A

1 2 1 下水道使用料の見直し 都市整備課 A

2 1 1 横の連携を可能とする組織づくり 企画政策課 A

2 1 2 広域連携の推進 企画政策課 A

2 1 3 まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定と推進 企画政策課 B

3 1 1 職員定員の適正化 総務課 B

3 2 1 給与制度の見直し 総務課 A

3 2 2 特別職の報酬・費用弁償の見直し 総務課 A

4 1 1 人事評価制度の運用 総務課 A

4 1 2 職員研修の実施 総務課 A

5 1 1 住民参画まちづくりの推進 企画政策課 A

5 1 2 自治区担当職員制度の推進 環境住宅課 B

5 1 3 航空自衛隊芦屋基地に対する取り組み 総務課 A

6 1 1 パブリックコメントの実施 企画政策課 A

7 1 1 第2次芦屋町地域情報化基本計画の推進 企画政策課 B

7 1 2 社会保障・税番号（マイナンバー）制度の導入 企画政策課・関係各課 A

8 1 1 公共施設等総合管理計画の策定と推進 企画政策課 A

8 1 2 長寿命化計画の策定と実施（道路、橋梁） 都市整備課 A

8 1 3 長寿命化計画の策定と実施（下水道） 都市整備課 A

8 1 4 町営住宅　管理戸数の縮小 環境住宅課 C

8 1 5 長寿命化計画の策定（モーターボート競走場） 事業課 A

9 1 1 行政評価制度の推進 企画政策課 A

9 2 1 住民アンケートの実施 企画政策課 A

9 3 1 町税徴収方式の変更 税務課 A

9 3 2 予算編成における予算配当制の実施 財政課 A

9 3 3 財政シミュレーションの公表 財政課 A

9 3 4 統一的な基準による地方公会計の公表 財政課 A

9 3 5 退職手当債の一括繰上償還 財政課 A

9 3 6 遠賀・中間地域広域行政事務組合への提言 財政課・関係各課 A

9 3 7 バイオマスエネルギー発電システムの導入 都市整備課 A

9 4 1 補助金等の見直し 企画政策課・財政課・関係各課 B

9 5 1 公共工事の入札・契約方法の見直し 財政課 A

9 6 1 積極的な町有地の売却 財政課 B

9 6 2 土地開発基金の土地の活用・処分 財政課 B

9 6 3 がんばれ芦屋町ふるさと応援寄付金の充実 企画政策課 AA

9 6 4 滞納繰越分の徴収率の向上（税） 税務課 Ａ

9 6 5 徴収率の向上（税） 税務課 Ａ

9 6 6 徴収率の向上（住宅使用料） 環境住宅課 B

9 6 7 徴収率の向上（学校給食費） 学校教育課 B

9 6 8 徴収率の向上（奨学金） 学校教育課 A

9 6 9 徴収率の向上（保育料） 健康・こども課 B

9 6 10 施設使用料の見直し 生涯学習課 B

9 6 11 施設使用料の見直し（減免基準の見直し） 生涯学習課 B

10 1 1 行財政改革の取組状況の報告 企画政策課 A


